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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は、資本主義経済において皆無にすることができず、かつ、労使の利害が厳
しく対立する整理解雇に起因する紛争に伴う労使の損失をできるだけ最小限に食い止めるために、経営学は何をなしう
るかという問題意識のもとに次の三つの課題に取り組むものである。①整理解雇をめぐる経営者職能、②整理解雇紛争
を収束させる従業員のリーダー像を明らかにする、③以上２点から明らかになる役割を担いうる人材の供給・養成シス
テムを考察することを課題とした。

研究成果の概要（英文）：This Study aims to clarify what is nesessary in order to prevent disputes before 
the occur and, if such disputes do occer, minimize losses as much as possible before the disputes are 
prolonged and magnified in a capitalist economy in which such phenomena cannot be eliminated and, 
moreover, in a state of affairs in which the interests of employees and employers are strictly opposed. 
The researcher set forth the following three items as subjects of this study. A: the function of managers 
with regard to economic dismissal. B: portrait of employee leaders confronted with the task of resolving 
disputes concerning economic dismissal. C: a system for providing and training personnel capable of 
taking the functions made in the first item and leadership roles made clear in the second item.

研究分野：人的資源管理論、経営社会学
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１．研究開始当初の背景 
 整理解雇の対象となった労働者のうち、当
該解雇の正当性をめぐって訴訟に至る確率
は高くないが、裁判に及んだ場合、紛争が長
期化・大規模化することが少なくない。長期
に及ぶ紛争の中、被解雇者とその家族は大き
な犠牲を払い、会社も労使関係の立て直しに
大きな労力を払わなければならない。 
 整理解雇は経営の判断として実施される。
しかし、やむを得ず整理解雇を実施する場合、
いかにして実行するべきなのか、整理解雇を
めぐる紛争を予防し、紛争が生じてしまった
場合には損失を最小限に抑えるために、何を
なすべきなのか。こういった基本的な問題す
ら経営学が正面から深く考察することはそ
れまでほとんどなかった。 
 
２．研究の目的 
 研究代表者は、それまでの研究から、次の
ような推測をもっていた。 
第一に、紛争が長期化・大規模化するかど
うかは、紛争当事者の資質、特に、交渉当事
者の資質にほぼ規定されるであろうという
推測である。 
しかし、「資質」で済ませていては、紛争
を未然に防ぎ、紛争が生じた場合の損失を最
小限に抑えられるかどうかは、資質ある経営
者、従業員側リーダーの登場次第という運命
論に終わってしまう。 
 そこで、研究代表者は、これまで資質ある
経営者、従業員側のリーダーの登場次第であ
った紛争に伴う損失の軽減を、運命論ではな
く、より確実なものにするための方法論が必
要であると考えた。具体的には、次の三つを
課題として据えた。 
 a整理解雇をめぐる経営者職能を考察する 
  b 整理解雇紛争を収束に向かわせた従業
員側のリーダー像を解明する 
 c 上記 a から明らかになる経営者職能、
上記 bから明らかになる従業員側のリー
ダーを担いうる人材の供給・養成システ
ムを考察する。 

  
３．研究の方法 
 上記 a,b,c の三つの課題に取り組むべく、
選考研究の知見を整理し、ケーススタディに
取り組んだ。ケーススタディの際には紛争当
事者、関係者に対する聞き取り調査と同じく
らい、訴訟資料の精査も重要視した。 
裁判を経験した紛争事例では、訴訟資料と
して、裁判前・裁判中の団体交渉の記録や証
拠書類が整理されていることが多い。司法判
断後の労使交渉の記録も残っていることが
ほとんどである。 
判決・決定にも労使関係、労使交渉は記載
されるが、判決・決定の結論（解雇が有効か、
無効か）に整合的に事実関係が整理されてい
る。本研究において把握すべき労使関係とは、
裁判所が認定した労使関係ではなく、むしろ、
紛争当事者が認識した労使関係である。これ

を把握することによって、なぜ、当事者が訴
訟に及んでいるのか、紛争が大規模化、長期
化したのかを考察することができる。紛争当
事者の認識した事件像を理解するためには、
裁判に向けて集めた訴訟資料を渉猟し、精査
することが有効な方法であると考え、この方
法を採用した。 
  
４．研究成果 
 整理解雇をめぐる紛争が当事者間の労使
交渉で解決できずに、裁判に至って判決・決
定を受けるとしても、解雇有効判決が出る場
合を除いて、紛争を最終的に終結させるのは、
紛争当事者たる労使であると言ってよい。 
解雇無効の判断が下され、雇用関係の存在
が確認された場合、その雇用関係を実際のと
ころ具体的にどのような内容にするのか、決
めていかなければならないからである。和解
の場合も、和解が成立するということは、和
解条項がまとまるということであり、和解条
項は天から降ってくるものではなく、和解条
項を巡って労使が交渉をし、妥結しなければ
ならない。 
ということは、和解条項をめぐって、会社
の中で、原告団たる被解雇者集団の中で、そ
れぞれの意見をまとめ上げ、意見を代表して
交渉にあたる人が存在するということであ
る。その人たちこそが、紛争を最終的に終結
させる人物であると言える。 
このような人たちは、紛争に際して、実際
のところ、何をしたのかを精査した。 
詳細は、下記「５．主な発表論文等」の雑
誌論文 1,2,4,5 のとおりであるが、紛争を最
終的に収束させるときの、経営者側リーダー、
従業員側のリーダーには共通する資質が多
い。彼らは、Kotter(1986)で述べられるよう
な、優れた general manager にみられる能
力・資質を持っていることが多い。 

Kotter(1986)によれば、優れた general 
managerは、野心的で達成志向的で、パワー
講師が平気で情緒的に安定しており、気質面
では楽天的だという。平均以上の知能をもち、
分析力があり、直観力は強力そのもので、人
を引き寄せる魅力を持ち、人々と対人関係を
発展させるのがうまく、いろんな事業のスペ
シャリストとうまくつきあうことができる
という。 
研究代表者が取り組んだケーススタディ
で、ある整理解雇をめぐる裁判の原告団リー
ダーを務めた人物 X氏は、自分たちの裁判を
勝利的に終結させることで、指名解雇が全国
的に広がることを阻止しようとする野心を
持っていた。解雇された当時、X氏は、他の
被解雇者に「こんな争議は 3カ月で解決でき
る」と宣言するなど、楽観的でもあった。結
局裁判終結まで 8年を要するが、その間 X氏
は原告団代表を務め、裁判では、分厚い資料
からたった一行の、自分たちを有利にする情
報を拾い上げ、裁判官の心象形成に大いに利
用した。労働裁判が概して労働者に不利な方



向にシフトしつつあることを察知すると、時
間がかかる上に、第三者に紛争の行方を支配
される判決という選択肢を消し去り、和解に
よる終結を目指した。そして、会社側の世論
から半数復職・半数退職を妥結点と見据え、
社内に会社をまとめ上げる人がいないと見
定めれば、信頼できる裁判長のもとに内緒で
半数復職・半数退職で和解勧告を出すように
頼みに行き、会社を和解に向けた交渉のテー
ブルに着かせるためには、被告会社の筆頭株
主である銀行、監督官庁たる通産省の力を利
用していた。 
 他方、労働者側と労使交渉にあたり、多く
の紛争を終結に導いた、ある労務担当者は、
突然解雇された約250人の被解雇者を向こう
に回して、10日間にわたる徹夜交渉を重ねる
などの行動力を示す。それは、突然解雇され
た者の立場で考えたときの直感的判断に基
づくものであった。労働法規、労働判例に関
する知識の吸収に並々ならぬ意欲を持ち、優
れた従業員側リーダーとの交渉に対しては、
自らの労働法規、労働判例に関する知識の実
践的発動の好機ととらえて精力的に挑んだ。 
 従業員側リーダーも、経営側リーダーも、
優れた general manager に見られる資質を
持つという共通点は見られるが、決定的な違
いが存在する。経営側リーダーは組織人であ
るが、被解雇者集団の原告団リーダーはそう
ではないという点である。労使交渉にあたる
経営側リーダーには、トップマネジメントの
中に理解者がいなければ、その役割を全うす
ることができない。紛争が労務政策に関連し
て発生したという認識のもとに、紛争終結を
経営課題として位置づけられるトップマネ
ジメントが不可欠である。 
 本研究、特に下記の「5．主な発表論文等」
の雑誌論文 3,5 で浮き彫りになったことは、
従業員側の訴訟提起にせよ、経営側の交渉に
臨む姿勢にせよ、これらは与えられた規範に
従った結果ではなく、彼らに内在する規範に
突き動かされた結果であるという点である。
そして、彼らの営為が裁判規範を残し、紛争
終結の相場形成を担う。その裁判規範、紛争
終結の相場は、他の紛争当事者に広く参照・
利用され、いわば公共財となる。紛争終結の
ために試行錯誤した労使当事者たちの規範
は、労働法制などの国家規範を先取りしてい
る。 
 残念ながら、その規範は紛争という混乱に
反応して試行錯誤する過程で表面化するも
のであるので、その効用に反して活かされる
には至らないようである。この規範を究明す
ることは、企業の自律的・自主的な経営政策
を補完する労働政策の在り方を考察する基
盤を提供することが見込まれるので、今後の
研究課題としたい。 
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